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主 文

１ 本件訴えのうち，処分行政庁に対し原告の平成１７年分の所得税に

ついて減額更正処分の義務付けを求める部分をいずれも却下する。

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

（主位的請求）

１ 処分行政庁が平成１９年６月１５日付けでした原告の平成１７年分の所得税

の更正の請求に対する更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。

２ 処分行政庁は，原告の平成１７年分の所得税について，別紙１の「あるべき

税額」欄記載のとおり減額更正処分をせよ。

（予備的請求）

１ 処分行政庁が平成１９年６月１５日付けでした原告の平成１７年分の所得税

の更正の請求に対する更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。

２ 処分行政庁は，原告の平成１７年分の所得税について，別紙２の「あるべき

税額」欄記載のとおり減額更正処分をせよ。

第２ 事案の概要

原告の夫は，訴外会社に対して所有する土地上の建物等を賃貸していたところ，

夫の死亡により賃貸人の地位を承継した原告は，当該賃貸借契約を合意解約した

際，賃借人から預託されていた保証金の返還義務を免除された。原告は，平成１

７年分の所得税の確定申告に際して，上記免除による利益（以下「本件利益」と

いう ）を不動産所得に係る総収入金額に算入し，また，確定申告書に所得税法。

（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下「法」という ）９０条４。

項所定の同条１項の平均課税の適用を受ける旨等の記載をせずに確定申告をした

が，その後，本件利益は臨時所得に当たり平均課税が適用されるべきであると主
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張して更正の請求をしたものの，処分行政庁は，当該請求には理由がない旨の通

知（以下「本件処分」という ）をした。本件は，原告が，①主位的に本件利益。

の一部は一時所得に当たる，②予備的に本件利益は臨時所得に当たり，平均課税

が適用されるべきであると主張して，本件処分の取消し及び処分行政庁が原告の

主張に沿った内容の減額更正処分をすることの義務付け（以下，本件訴えのうち

当該請求に係る部分を「本件義務付けの訴え」という ）を求めた事案である。。

１ 争いのない事実等（証拠等によって認定した事実は末尾に証拠等を掲記す

る ）。

(1) 原告の夫であったＰ１と株式会社Ｐ２（以下「本件賃借人」という ）。

は，平成２年９月２２日，Ｐ１が所有する土地（以下「本件土地」とい

う ）上に建築する予定の建物（以下「本件建物」という ）及び駐車場。 。

（以下，本件建物と併せて「本件建物等」という ）について，以下の趣旨。

の記載がある「建物及び駐車場賃貸借予約契約書 （甲２の４。以下「本件」

予約契約書」という ）に基づき，賃貸借の予約契約（以下「本件予約契。

約」という ）を締結した（弁論の全趣旨 。。 ）

ア Ｐ１と本件賃借人は，Ｐ１が後記の敷地（本件土地）上に本件賃借人が

指定する仕様により本件建物の建築等をして，本件賃借人に賃貸すること

をあらかじめ約定する（前文，１条 。）

敷地の所在 千葉市α×番３

敷 地 面 積 １１８６．７４ｍ２

建物の構造 鉄骨２階建日本瓦葺

建物の床面積 ４１２ｍ２

付属駐車場 アスファルトコンクリート舗装３７台

イ 予約期間は，本件建物等の建築工事の竣工及び引渡日までとし，本件賃

借人は，Ｐ１が本件賃借人に本件建物等を引き渡した日をもって予約を完

結する（２条 。）
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ウ Ｐ１と本件賃借人は，予約完結の日をもって，本件予約契約書の１０条

以下の条項をもって本契約を締結する。Ｐ１と本件賃借人は，合意の上，

同契約書の同条以下の部分をもって，本契約の契約書に代えることができ

る（３条１項，３項 。）

エ 本件賃借人は，Ｐ１に対し，本件予約契約の締結と同時に，予約証拠金

として５００万円を預託する。当該証拠金は，予約完結の時に後記ケの敷

金の一部に充当する（６条１項，２項 。）

オ Ｐ１と本件賃借人は，協議の上，本件建物等の建築工事が着手されるま

でに本件建物等の工事予算を定める（８条 。Ｐ１と本件賃借人は，協議）

の上，８条によって確定した工事予算について，それぞれが費用を負担す

る工事項目等を定める（９条１項 。）

カ 本件賃借人は，本件建物等を本件賃借人が営業する店舗（レストラン）

及びその駐車場として使用することとし，このほかの用途に使用すること

はできない（１０条本文 。）

キ 賃貸借期間は，予約完結の日から１５年とする。Ｐ１又は本件賃借人が，

期間満了の６か月前までに，相手方に対し，文書をもって期間更新拒否の

意思表示をしないときは，賃貸借は１年間更新される（１１条 。）

ク 賃料は，１か月２４０万円とし，本件賃借人は，毎月末日限りその翌月

分の賃料を支払う。賃料は，３年を経過するごとに６％を最低基準として，

Ｐ１と本件賃借人が協議した上改定する（１２条１項，２項 。）

ケ 本件賃借人は，賃料の支払，損害の賠償，その他の本契約により生ずる

債務を担保するため，敷金として５００万円を予約完結と同時にＰ１に預

託する。敷金は無利息とし，本契約が終了し，本件賃借人が本件建物等を

明け渡したときに，Ｐ１が本件賃借人に返還する（１３条 。）

コ 本件賃借人の一方的事由により，本契約の期間満了前に本契約を中途解

約する場合は，本件賃借人は，Ｐ１に対し，Ｐ１が本件建物等の建築のた
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め金融機関から借り入れた資金の解約時点における残債務（以下「本件残

債務」という ）相当額を損害金として支払わなければならない。また，。

この場合，本件賃借人は，Ｐ１に対する保証金の返還請求権も失う（２０

条。以下，同条の定めを「中途解約条項」という 。。）

サ Ｐ１は，本契約の終了後に本件建物を利用する場合は，本件建物につい

て模様替えを施し，本件賃借人が営業していた店舗の容姿を残存させず，

かつ，当該店舗と類似しない建物にしなければならない（２２条４項 。）

(2) Ｐ１と本件賃借人は，平成２年９月２２日，①本件賃借人が，Ｐ１の本

件建物等の建築計画に協力するため，Ｐ１に対し，保証金５０００万円（以

下「本件保証金」という ）を預託すること，②保証金は，本件建物等の工。

事契約の締結時，建物上棟時及び建物竣工引渡時の３回に分けて預託するこ

と，③本件保証金は，賃貸借契約の終了時に，無利息で一括返済することを

合意した（甲２の５ 。）

(3) Ｐ１と本件賃借人は，平成３年６月２８日，本件予約契約が完結され，

同日から本件建物等に係る賃貸借契約（以下「本件契約」という ）が開始。

したことを確認するとともに，本件予約契約書の１０条以下をもって，本件

契約に係る契約書に代える旨を合意した（甲２の６。以下，本件予約契約書

の１０条以下に係る部分を「本件契約書」という 。。）

(4) Ｐ１は，平成▲年▲月▲日に死亡し，相続人である原告が，本件建物等

及び本件保証金返済債務を相続し，本件契約の賃貸人の地位を承継した。

(5) 本件賃借人は，平成１２年７月，株式会社Ｐ３との間で，同社を存続会

社とする合併をしたことから，同社が本件契約の賃借人の地位を承継した

（以下，当該合併の前後を問わず，株式会社Ｐ２及び株式会社Ｐ３をいずれ

も「本件賃借人」という 。。）

(6) 原告と本件賃借人は，平成１７年３月，以下の趣旨の記載がある「建物

賃貸借解約及び物件明渡し確認書 （甲２の３。以下「本件確認書」とい」



- 5 -

う ）に基づき，本件契約を中途解約する旨の合意（以下「本件解約契約」。

という ）をした。。

ア 原告と本件賃借人は，本件賃借人の申入れにより，平成１７年１月３１

日をもって本件契約を解約する。

イ 賃料の最終支払日は，平成１６年１２月２７日（平成１７年１月分）と

する。なお，本件賃借人の店舗の最終営業日は，平成１６年７月３１日で

ある。

ウ 本件建物内に現存する内装，設備類等は撤去等する。本件賃借人は，撤

去費用２６０万円（消費税を除く ）を全額負担することとし，その支払。

をもって本件建物等の明渡しとする。なお，本件建物等の明渡し日は平成

１７年３月２５日とする。

エ 原告が本件建物を引き続き利用する場合は，原告は，本件建物の模様替

えを施させ，本件賃借人が営業していた店舗の容姿を残存させず，かつ，

当該店舗と類似しない建物にしなければならない。

オ 原告は，本件賃借人から預託された敷金５００万円を，原告が新たなテ

ナントと契約を締結した後，直ちに本件賃借人に返還する。

カ 原告は，本件賃借人から預託された本件保証金５０００万円を返還しな

いものとする（本件利益 。）

キ 原告が本件建物等の建築のために金融機関から借り入れた資金で，本件

契約の終了時点における残債務（本件残債務）相当額は，原告が負担する。

(7) 本件契約終了時（平成１７年１月３１日）の本件契約における賃料は，

月額２１０万円であった（甲１，弁論の全趣旨 。）

(8) 原告は，平成１８年３月１４日，処分行政庁に対し，平成１７年分の所

得税について，別紙３の「Ａ確定申告」欄記載の内容が記載された青色の確

定申告書（以下「本件申告書」という ）を提出した（以下，本件申告書に。

よる所得税の確定申告を「本件申告」という ）をした。原告は，本件申告。
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書において，本件利益を不動産所得の総収入金額に含めて記載しており，ま

た，法９０条４項所定の事項を記載しなかった（甲１，弁論の全趣旨 。）

(9) 原告は，平成１９年２月２７日付けで，処分行政庁に対し，本件利益は

臨時所得に該当すると主張して，別紙３の「Ｂ更正の請求」欄記載の内容に

更正すべき旨の更正の請求（以下「本件更正請求」という ）をした（甲２。

の２，４，弁論の全趣旨 。）

処分行政庁は，同年６月１５日付けで，原告に対し，本件利益は臨時所得

には当たらないとして，更正をすべき理由がない旨の通知をした（甲３。本

件処分 。）

原告は，本件処分を不服として，同年８月６日，国税不服審判所長に対し，

別紙３の「Ｄ審査請求」欄記載の内容を主張して審査請求をした。同所長は，

平成２０年４月１５日付けで，審査請求を棄却する旨の裁決をした。

(10) 原告は，平成２０年１０月９日，本件訴えを提起した（顕著な事実 。）

２ 本件の主な争点

本件の主な争点は，本件処分の適法性であり，主位的請求に関連して後記

(1)が問題となる。また，仮に本件利益が不動産所得に当たるとした場合，予

備的請求に関連して，平均課税（法９０条）の適用があるか否か，具体的には

後記(2)及び(3)が問題となる。

(1) 本件利益の不動産所得該当性

(2) 本件利益の臨時所得該当性

(3) 法９０条５項所定のやむを得ない事情があるか

３ 争点(1)（本件利益の不動産所得該当性）についての当事者の主張の要旨

（原告の主張の要旨）

(1) 後記アないしカの本件解約契約の締結に至る経緯によれば，本件利益の

法的性質は，同契約に基づき発生した和解金である。

ア 原告は，平成１６年６月２７日，本件賃借人から，同年７月末日で本件
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建物等で営業していた店舗を閉店する旨告げられ，今後本件賃借人と撤退

の条件を話し合うこととなった。

イ 本件賃借人は，平成１６年９月１日，原告に対し，本件建物等を使用し

ないものの，本件契約の期間満了まで賃料を支払い続ける旨の提案をした

が，原告は，同契約の期間が満了した場合には本件保証金の返還義務を負

うこととなること等から，当該提案を断った。そこで，本件賃借人が，原

告は本件残債務を負担する一方で，本件保証金の返還義務を負わないとい

う内容で同契約を中途解約することを提案し，原告はこれを検討すること

とした。また，本件賃借人は，原告に新たなテナントの候補者を紹介する

つもりであると述べた。

ウ 原告が新たなテナントの候補者を探したところ，複数の希望者が月額１

００万円以上の額の賃料を提示してきた。また，本件賃借人も新たなテナ

ントの候補者を紹介した。そのような中，株式会社Ｐ４（以下「新賃借

人」という ）が，平成１６年１２月７日，月額９５万円の賃料で本件建。

物等を賃借したいとの提示をした。原告は，新賃借人が経営する店舗を訪

問した際に同店舗の雰囲気を気に入ったこと等から，同月１９日，新賃借

人と賃貸借契約を締結することに決めた。

エ 原告と本件賃借人は，平成１６年１２月２５日，①本件賃借人は平成１

７年１月分までの賃料を支払うこと，②本件契約は同月３１日で終了する

こと，③原告は新たなテナントと賃貸借契約を締結した後に敷金を本件賃

借人に返還すること，④原告は本件保証金を返還する義務を負わず，他方

で本件残債務を負担することについて大筋で合意した。

オ 原告と新賃借人は，平成１７年２月２日，本件建物等の賃貸借契約を結

ぶことを正式に決定した。原告は，同月４日，新賃借人に対し，本件建物

の鍵及び設計図を交付し，原告と新賃借人は，同月２５日，本件建物等に

関する賃貸借契約書を取り交わした。
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カ 原告と本件賃借人は，原告が平成１７年３月２３日に本件確認書に捺印

して本件賃借人に送付したことにより，本件解約契約を締結した。もっと

も，本件解約契約の交渉の過程において，原告と本件賃借人が本件利益の

内訳について明確に話し合ったことはなく，本件確認書にも内訳は記載さ

れなかった。

(2) 法２６条１項が，不動産の貸付け「による所得」として，不動産貸付け

との間の因果関係について直接的な強い結びつきを求める文言を用いている

こと及び不動産貸付けの本質が目的物の使用収益であることからすれば，目

的物の使用収益と直接的な強い結びつきを有しない経済的利益は，不動産所

得には当たらず，一時所得又は雑所得と解すべきである。

(3) 和解金のように種々の経済的利益を含む収入については，その内容に応

じた所得分類をする必要がある。本件契約は，いわゆるオーダーリースであ

り，本来期間満了まで継続することを予定していたのであるから，通常は本

件解約契約による和解金（本件利益）には賃料の補償が含まれる。しかしな

がら，原告及び本件賃借人は，同契約の締結時，原告が近く新たなテナント

と契約して賃料収入を得ることができるようになるため，原則として賃料の

補償は不要であると認識していたので，両者間で授受される経済的利益には

原則として賃料の補償は含まれない。ただし，本件では，本件解約契約締結

時の本件建物の賃料の相場（以下「相場賃料」という。なお，新賃借人が提

示した月額９５万円が原告に提示された賃料の中で最も低額であることから，

同額を相場賃料とすべきである ）が本件契約の当時の賃料（月額２１０万。

円）よりも低かったため，本件利益には，当該賃料と相場賃料との差額（以

下「差額賃料」という ）分の補償が含まれることとなる。。

したがって，本件利益のうち差額賃料分（１９５５万円＝差額賃料月額１

１５万円×本件契約の期間満了までの残期間１７か月）は，不動産の貸付け

ないしそれに代わる性質を有するものとして不動産所得に当たるが，これを
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超える部分（３０４５万円）は，後記アないしウのとおり，対価性のない経

済的利益の供与であるから不動産所得には当たらず，営利を目的とする継続

的行為から生じた所得以外の一時の所得であって労務その他の役務又は資産

の譲渡の対価でもないので，一時所得に当たる。

ア 本件解約契約において，本件建物等の原状回復費用は専ら本件賃借人が

負担することとされたのであるから，本件利益には原状回復費用の補償は

含まれない。

イ 本件契約においては原告が模様替えをする義務を負うこととされていた

が，本件解約契約においては新賃借人が模様替えをすることとされた。実

際に，原告は，新賃借人に対し，本件建物等を現状のまま引き渡しており，

改装費用は負担していない。したがって，本件利益には改装費用の補償は

含まれない。

ウ 本件解約契約の交渉の過程において，本件賃借人の本件残債務相当額

（平成１７年１月時点の本件残債務の額は１００７万２７７７円であっ

た ）の支払義務は免除されたのであって，本件利益がその補償を含むと。

解することは当事者の合理的意思に反する。また，本件残債務は，本来本

件契約の期間満了までの賃料収入によって賄われるべきもので，本件残債

務相当額の支払義務は賃料補償の一形態であるところ，本件利益が賃料を

補償している場合に，別途本件残債務相当額も補償するものとすれば，賃

料を二重に補償することとなる。したがって，本件利益には本件残債務相

当額の支払義務の補償は含まれない。

(4) 以上のとおり，処分行政庁は，本件利益のうち(3)に述べた金額を一時所

得とする更正をすべきであったのであり，本件処分は違法である。

（被告の主張の要旨）

(1) 不動産所得（法２６条１項）とは，他人に不動産等を貸し付けたことと

因果関係のある所得のうち，事業所得又は譲渡所得に該当するものを除いた



- 10 -

一切のものをいうと解すべきであり，不動産所得を生ずべき業務を行う居住

者が受けた当該業務の休廃止その他の事由によりその収益の補償として取得

する補償金等は，不動産所得に係る収入金額に含まれる（所得税法施行令

（以下「施行令」という ）９４条１項本文，２号 。原告は，不動産所得。 ）

を生ずべき業務を営んでいる者であるところ，本件利益は，中途解約条項を

前提とする本件解約契約により返還を要しないこととなった本件保証金に係

る経済的利益として不動産等を貸し付けたことと因果関係のある収入である

上，賃料収入等の補償の性質も有するから，不動産所得に当たる。

(2) 原告が主張する本件解約契約の締結に至る経緯を前提としても，同契約

は，中途解約条項を前提に交渉が進められ，その枠内で締結されたものであ

る。同条項は，賃料に関する規定と一体として合意されたものであり，本件

賃借人は，同条項によって本件保証金の返還請求権を失うことがあることを

前提に本件契約を締結した。そうすると，本件賃借人が中途解約権を行使し

て本件保証金の返還請求権を失ったのは，Ｐ１が本件契約の際に付した条件

が成就したことによるものであり，本件利益は同契約と因果関係を有し，不

動産を使用収益させる対価としての性質を有する経済的利益又はそれに代わ

る性質を有する利益といえるから，その全額が不動産所得に当たる。

(3) 以上のとおり，本件利益は，不動産所得であり，一時所得には当たらな

い。また，被告が主張する本件処分の根拠及び適法性は，別紙４のとおりで

ある。

４ 争点(2)（本件利益の臨時所得該当性）についての当事者の主張の要旨

（原告の主張の要旨）

仮に，本件利益の全額が不動産所得に当たるとしても，本件利益は本件解約

契約に基づく和解金であるところ，損害賠償金と和解金が極めて近い関係にあ

ることからすれば，本件利益には所得税基本通達２－３７(3)が準用される。

したがって，不動産に係る和解金で，その金額の計算の基礎とされた期間が３
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年以上の場合には，施行令８条のいわゆる柱書きの「類する所得」として臨時

所得に当たる。そして，前記３（原告の主張の要旨）のとおり，本件利益は専

ら差額賃料の補償であり，その補償する差額賃料は約４３か月分（＝５０００

万÷差額賃料月額１１５万円）であるから，本件利益は臨時所得に当たる。

そうすると，原告の平成１７年分の変動所得及び臨時所得の合計額（５００

０万円）は同年分の総所得金額の１００分の２０を超え，法９０条１項所定の

要件を満たすから，平均課税が適用されるべきである。

（被告の主張の要旨）

前記３（被告の主張の要旨）のとおり，本件利益は原告の不動産貸付業務に

係る収益の補償であるが，施行令８条３号所定の補償金に係る所得に「類する

所得 （同条のいわゆる柱書き）として臨時所得に当たる可能性がある。同号」

にいう所得の補償とは，不動産貸付業務を継続した場合に得られたはずの所得

の補償を意味し，その所得を得るために継続して生ずる費用も併せて補償すべ

きであるから，収入金額（所得額と費用の額の合計額）に相当する金額を補償

して初めて所得の補償に当たるというべきである。そうすると，本件利益が臨

時所得に該当するか否かは，本件利益の額が本件建物等の貸付業務に係る３年

分の収入金額以上となるか否かで判断すべきであるところ，本件利益は，本件

解約契約締結当時の本件建物等の賃料の３年分（７５６０万円）に満たないの

で，臨時所得に該当しない。

したがって，本件利益について平均課税を適用する余地はなく，本件申告書

の税額の計算に誤りはない。

５ 争点(3)（法９０条５項所定のやむを得ない事情があるか）についての当事

者の主張の要旨

（原告の主張の要旨）

原告補佐人税理士のＰ５は，平成１８年２月，千葉東税務署において，本件

予約契約書及び本件確認書を提出し，本件契約の賃料（月額２１０万円）を伝
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えた上で，本件利益が臨時所得に当たるか否かについて照会した。同署の個人

課税第１部門統括官Ｐ６は，同年３月８日，Ｐ５に対し，本件利益は賃料の３

年分に満たないので臨時所得には当たらないが，情状酌量の余地があるので同

月１６日以降に更正の請求又は嘆願をしてみてはどうかと回答した。原告は，

税務署職員が更正請求をするように指導したこと及び同職員が臨時所得に該当

しないと回答したため，平均課税を適用して確定申告をした場合に過少申告加

算税を課されることが予想されたことから，法９０条４項所定の事項を記載せ

ずに本件申告書を提出した。

以上の経緯からすれば，原告が本件申告書に同項所定の事項を記載すること

は現実的には不可能であり，これをしなかったことについてやむを得ない事情

が認められる。したがって，処分行政庁は，原告の所得税の計算について平均

課税を適用した更正をすべきであったのであり，本件処分は違法である。

（被告の主張の要旨）

法９０条５項のやむを得ない事情とは，自然災害等の天災やその他本人の責

めに帰すことのできない客観的な事情を意味し，個人的な事情は該当しないと

ころ，税務指導は納税者の判断を法的に拘束するものではなく，その責任を免

除するものでもない。Ｐ６が何らかの見解を述べたとしても，原告は本件利益

を臨時所得として申告することもできたのであって，原告が法９０条４項所定

の事項を記載せずに本件申告をしたことは原告の個人的事情にすぎず，やむを

得ない事情には当たらない。

したがって，仮に本件利益が臨時所得に当たるとしても，原告にやむを得な

い事情は認められず，本件利益について平均課税の適用を受けることはできな

い。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

争いのない事実等（第２の１ ，証拠（文中掲記のもの）及び弁論の全趣旨）



- 13 -

によれば，以下の事実が認められる。

(1)ア Ｐ１と本件賃借人は，平成３年８月２６日，本件予約契約書９条１項

に基づき協議した結果，本件建物等の工事予算についてそれぞれが費用を

負担する工事項目等について合意した。その結果，Ｐ１は，本件建物等の

建築等の費用として１億５５００万円を負担することとなった（甲２の７，

弁論の全趣旨 。）

イ 本件賃借人は，本件解約契約により，平成１７年１月分までの賃料を支

払うこととされたが，同月における本件残債務の額は１００７万２７７７

円であった。原告は，本件残債務を平成１８年２月には完済する予定であ

った（甲１２。なお，甲１２及び弁論の全趣旨によれば，Ｐ１は，平成３

年２月４日，本件建物等の建築費等に充てるために金融機関から１億１０

００万円を借り入れたこと，原告はＰ１の相続人として当該債務を承継し

たこと及び当該債務が毎月返済されていった結果，平成１７年１月には上

記の額になったことが認められる 。。）

(2) 本件解約契約の交渉の経緯（甲８）

ア 本件賃借人の従業員は，平成１６年６月２７日，原告に対し，本件建物

で営業している店舗の売上げが低迷しているため，同年７月末で同店舗を

閉店する旨伝えた。原告と本件賃借人は，今後本件賃借人が同店舗から撤

退するに際しての条件を協議していくこととした。

イ 本件賃借人の従業員は，平成１６年９月１日，原告に対し，本件建物で

営業していた店舗は閉店したので本件建物を使用することはないものの，

本件契約を解約せずに期間満了まで賃料を支払うとの内容の提案をしたが，

原告は，未使用で放置すると本件建物が傷むこと及び同契約の期間が満了

した場合には本件保証金を返還しなければならないところ，５０００万円

もの資金が手元にないことから，当該提案を拒否した。これを受けて，同

従業員は，本件残債務を原告が負担するのであれば，原告は本件保証金を
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返還の義務を負わないという条件で同契約を解約するとの内容の提案をし

た。原告は，この条件であれば，同契約を解約して別のテナントに賃貸す

ることで本件建物を未使用のまま放置することを避けることができ，５０

００万円もの資金を用意する必要もないことから，当該提案を検討するこ

ととした。同従業員は，本件賃借人も当該提案の方向で検討する旨及び本

件賃借人も新たなテナントの候補者を原告に紹介する旨返答した。

ウ その後，原告は，複数の新たなテナントの候補者と協議し，本件賃借人

も，新たなテナントの候補者を原告に紹介するなどしていたところ，新賃

借人が，平成１６年１２月７日，原告に対し，本件建物等を借りたいとの

申出をした。新賃借人が提示した賃料（月額９５万円）は，ほかの候補者

の提示額よりも低額であったが，新賃借人の社長らが原告の自宅に赴いて

本件建物等を貸してほしいと要請したこと等から，原告は，新賃借人に良

い印象を抱くようになった。そして，原告は，同月１９日に新賃借人が経

営する店舗を見学して店舗の雰囲気等を気に入ったことから，新賃借人に

本件建物等を賃すことにした。

エ 原告と本件賃借人の従業員は，平成１６年１２月２５日に再び協議した

結果，①本件賃借人は平成１７年１月分の賃料まで支払い，本件契約は同

月３１日に終了すること，②敷金については，原告が新たなテナントと賃

貸借契約を締結した後に本件賃借人に返還すること，③原告は本件保証金

を返還する義務を負わず，本件残債務は原告が負担することについて話が

まとまった。

(3) 新賃借人との賃貸借契約の締結及び本件確認書作成の経緯

ア 原告と新賃借人は，平成１７年２月２日に再度協議し，本件建物等を新

賃借人に賃貸することが決まった。原告は，同月４日，新賃借人に本件建

物の鍵と設計図を交付した（甲８ 。）

イ 原告と新賃借人は，平成１７年２月２５日，以下の趣旨が記載された
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「駐車場付き建物賃貸借契約書」に基づき，本件建物等に関する賃貸借契

約を締結した（甲５ 。）

(ア) 原告は，新賃借人に対し，駐車場と一体となった本件土地を敷地と

する本件建物を現状のまま賃貸する。新賃借人は，駐車場を含む本件土

地全体を使用することができる（１条 。）

(イ) 新賃借人は，本件建物を新賃借人が経営する店舗（料理店）として

使用する（２条 。）

(ウ) 原告と新賃借人は，本件建物を上記(イ)の店舗として使用するため

に改装する必要があることを確認し，相互に協力して改装工事を行う

（３条１項 。原告と新賃借人は，新賃借人が平成１７年４月２７日に）

店舗を開業できるように，同日までに本件建物の改装工事を完了させる

（４条 。）

(エ) 賃貸借期間は，平成１７年２月２５日から１０年とする（５条１

項 。）

(オ) 新賃借人は，平成１７年４月２７日から賃料月額９５万円（消費税

４万７５００円）を負担する（６条１項 。）

(カ) 新賃借人は，原告に対し，平成１７年４月２７日までに，敷金２８

５万円を預託する（９条１項，２項 。）

ウ 原告と本件賃借人は，前記(2)エの協議の後も，本件建物等の明渡しの

方法について協議を続けた。そして，本件賃借人が平成１７年３月に本件

確認書を作成し，原告は同月２３日に本件確認書に捺印し，本件賃借人に

送付した（甲２の３，８ 。）

(4) 本件申告に係る経緯

Ｐ５が陳述書（甲６）において述べる本件申告に係る経緯は，以下のとお

りである。なお，Ｐ６は，平成１６年７月から平成１８年７月まで，千葉東

税務署において個人課税第１部門統括国税調査官を務めており，主に所得税
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及び個人事業者に対する消費税の事務の総括及び調整に関する事務に従事し

ていた（乙６ 。）

ア Ｐ５は，平成９年から原告の所得税の確定申告手続を代理して行ってい

た。Ｐ５は，本件申告に際し，本件利益の臨時所得該当性の判断において

は相場賃料（月額９５万円）を基礎とすべきであり，本件利益は臨時所得

に当たると考えた。しかしながら，過去にこのような考えに基づいて臨時

所得該当性を判断した事例が見当たらなかったため，Ｐ５は，平成１８年

２月，千葉東税務署でＰ６と面会して，本件利益の臨時所得該当性につい

て照会した。

イ Ｐ６は，平成１８年３月８日，Ｐ５に対し，電話で，①本件利益は月額

賃料（２１０万円）の３年分に満たないので臨時所得に該当しない，②た

だし，情状酌量の余地はあるので嘆願又は更正の請求の余地はあるのでは

ないかと回答した。

ウ Ｐ５は，上記イのＰ６の回答から，嘆願又は更正の請求の段階で臨時所

得として処理してもらえると考えたこと及び確定申告の期限が迫っており

他の方法を考える余裕がなかったことから，ひとまず本件利益を不動産所

得として，平成１８年３月１４日に本件申告をした。

２ 争点(1)（本件利益の不動産所得該当性）について

(1) 不動産所得とは，不動産，不動産の上に存する権利等の貸付けによる

所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く ）をいうところ（法２。

６条１項 ，貸付けとは，これによって貸主に一定の経済的利益をもたらす）

ものをいい，有償契約である賃貸借契約がその中心となるものと解される。

そして，賃貸借契約は，当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさ

せることを約し，相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約すること

によって成立する契約であるから（民法６０１条 ，上記の貸付けによる所）

得とは，使用収益期間に対応して定期的かつ継続的に支払われる賃料がその



- 17 -

典型であるが，これに限らず，賃借人から賃貸人に移転される経済的利益の

うち，目的物を使用収益する対価としての性質を有するもの又はこれに代わ

る性質を有するものをいうと解するのが相当である。施行令９４条１項２号

は，上記の考え方を受けて，不動産所得を生ずべき業務に関し，当該業務の

全部又は一部の休止，転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補

償として取得する補償金その他これに類するもので，その業務の遂行により

生ずべき所得に係る収入金額に代わる性質を有するものも不動産所得に係る

収入金額に当たるものとする旨規定しているものというべきである。

原告は，目的物の使用収益と直接的な強い結びつきを有しない経済的利益

は不動産所得には当たらないと主張するが，上記のとおり，不動産所得に当

たるというためには，賃借人から賃貸人に移転される経済的利益で，目的物

を使用収益する対価としての性質又はこれに代わる性質を有するものであれ

ば足り，必ずしも目的物の使用収益と直接的かつ強度の結びつきを有するも

のに限定されるものではないというべきである。

(2)ア 前記１及び第２の１のとおり，①本件予約契約及び本件契約は，土地

所有者である賃貸人が，賃借人の営業に適した建物を賃借人が指定する仕

様に従い建築した上で賃貸する契約（原告が主張するところのいわゆるオ

ーダーリース）であると解されること，②Ｐ１は，本件建物等の建築等の

ために１億５５００万円を負担し，当該建築費等に充てるため金融機関か

ら１億１０００万円を借り入れたこと，③本件保証金は，本件賃借人がＰ

１による本件建物等の建築に協力するために預託するものとされ，また，

工事契約締結時，建物上棟時及び建物竣工引渡時の３回に分けて預託する

旨合意されたこと，④本件保証金に関する③の合意は，本件予約契約が締

結された日と同じ日にされたことからすれば，Ｐ１が負担する本件建物等

の建築費用については，上記の金融機関からの借入金等に加えて本件保証

金をもって充てることが想定されており，本件保証金の預託に関する合意
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は，本件契約を実現するための不可欠の要素というべきものであり，同契

約と一体のものとして合意されたものというべきである。

イ 前記アで述べたような性格を有する賃貸借契約（いわゆるオーダーリー

ス）においては，賃貸される建物は賃借人が指定した仕様により建築され

たもので一般的に汎用性が乏しく，賃貸人が当該賃貸借契約の終了後に再

賃貸をするに際しては，賃料その他の契約条件を下げる必要が生じること

が予想される。また，前記第２の１のとおり，本件契約においては，Ｐ１

が同契約の終了後に本件建物を利用する場合は，模様替えを施して本件賃

借人が営業していた店舗と類似しない建物にしなければならないとされて

おり，再賃貸をするためには改装工事が必要となる可能性があった。

したがって，このような賃貸借契約の中途解約がされた場合，賃貸人に

ついては，賃料収入を失う上，再賃貸後の賃料の減収等の損失が生ずるこ

とが予想される。加えて，本件保証金と同様の性格の保証金は，建物等の

建築費用に充てられるため賃貸人の手元には残っておらず，その返還義務

を負うとすると，賃貸人は，そのための資金の調達の負担を負うこととな

る。

ウ 以上のような点を踏まえ，本件契約においては，契約期間を１５年間と

比較的長期に設定して，本件建物等の建築費用を負担するＰ１が建築費用

を回収できるようにしていたものと解される。そして，Ｐ１は，同契約に

関連するものとしては，賃料収入以外には，金融機関からの借入金の返済

や本件保証金の返還に充てるべき収入を特段有していなかったことがうか

がわれることからすれば，同契約の期間満了までに得られる賃料収入の一

部をもって本件残債務の返済及び本件保証金の返還に充てることが想定さ

れていたものと解される（なお，同契約は期間満了まで継続することを予

定しており，本件残債務は本来同契約の期間満了までに得られる賃料収入

によって賄われるものであることは，原告も主張するところである 。。）
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また，中途解約条項が，本件賃借人が一方的事由により本件契約を中途

解約した場合に，Ｐ１に対する本件保証金の返還請求権を失うとともに，

本件残債務相当額を損害金として支払う義務を負う旨規定するのも，本件

賃借人側の都合により中途解約がされた場合に，本件残債務の返済及び本

件保証金の返還に充てるべき賃料収入を失うことによってＰ１に生じ得る

一切の損失等を補償して，Ｐ１が金銭的負担を負わないように配慮した趣

旨であるものと解するのが相当である。

(3) 本件利益の所得分類

ア 原告は，本件解約契約の結果，①平成１７年２月分以降の約１７か月分

の賃料収入を得ることができなくなったほか，②中途解約条項では，本件

賃借人が本件残債務相当額を損害金として支払う義務を負うものとされて

いたところを，本件賃借人は当該義務を負わないこととされた一方で，③

同条項が規定していたとおり，本件保証金の返還義務を負わないこととな

ったものである。

上記の本件解約契約の内容に加え，前記１で認定した本件解約契約の締

結に至る経緯（特に，本件賃借人が，本件契約の期間満了まで賃料を支払

うことを提案したところ，原告は本件保証金の返還義務を負うこと等を嫌

って当該提案を拒否し，これを受けて，本件賃借人が，本件残債務相当額

は原告が負担するものの，本件保証金の返還義務は負わないという条件で

中途解約する旨の代替案を提案し，概ね当該代替案に沿う形で本件解約契

約が締結されたこと）並びに本件賃借人の申入れにより本件契約を中途解

約する旨，原告は本件保証金を本件賃借人に返還しない旨及び本件残債務

相当額は原告が負担する旨が１通の本件確認書に記載されて合意されてい

ることからすれば，上記①ないし③は一体のものとして合意されたもので

あり，かつ，本件解約契約は，中途解約条項を前提とした交渉の結果締結

されたものと認められる。
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そうすると，本件解約契約は，前記(2)ウの中途解約条項の趣旨（中途

解約がされた場合に，本件残債務の返済及び本件保証金の返還に充てるべ

き賃料収入を失うことによって賃貸人に生じ得る一切の損失等を補償する

というもの）に沿って締結されたものと認めるのが相当である。なお，上

記②については，本件契約の期間満了まで１年半程度を残すのみとなって

おり，原告はそれまでに相当額の賃料収入を得て，金融機関からの借入金

も相当程度返済していたこと（前記１のとおり，本件残債務は，平成１７

年１月には１００７万２７７７円となっていたことが認められる ，原。）

告は本件契約を解約した後は新賃借人に本件建物等を賃貸することを決め

ていたこと等から，原告が，本件賃借人の当初の提案を受け入れた場合に

自らの負う負担の内容と比較した上で，当初の中途解約条項の内容から譲

歩したものと認めるのが相当である。

イ これらのことからすると，本件解約契約によって原告が得た本件利益は，

その全額が，同契約によって原告に生じる一切の経済的損失を，原告に実

際に生じる損失の多寡にかかわらず補償するという性質を有するものとい

うべきである（ここで補償される原告の経済的損失には，将来の賃料収入

を得られないこと及び中途解約条項によれば負担を免れるはずであった本

件残債務を負担することになったことが含まれる 。。）

なお，仮に原告が主張するように，本件利益が同契約に基づく和解金の

性質を有するとしても，同契約は中途解約条項を前提とした交渉の結果締

結されたものであり，かつ，前記アの①ないし③は一体のものとして合意

されたことに変わりはなく，上記の判断を左右するものではない。

ウ 以上によれば，本件利益は，原告の不動産所得を生ずべき業務に関し，

「当該業務の全部又は一部の休止，転換又は廃止その他の事由により当該

業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類するもの」で，そ

の業務の遂行により生ずべき所得に係る収入金額に代わる性質を有するも
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の（施行令９４条１項２号）として，その全額が不動産所得に当たり，一

時所得には当たらないものと解するのが相当である。

(4)ア 原告は，原告及び本件賃借人は，本件解約契約の締結時，原告が新た

なテナントと契約して賃料収入を得ることとなるため賃料の補償は不要で

あると認識していたので，原則として本件利益は賃料の補償を含まないが，

当時の相場賃料が本件契約における賃料よりも低額であったために，本件

利益には不動産所得に該当する差額賃料分の補償が含まれるものの，これ

を超える部分は一時所得であると主張する。

そして，前記１で認定した本件解約契約の締結に至る経緯，本件確認書

の記載内容等からすれば，本件賃借人は，平成１６年１２月２５日に原告

と本件契約を中途解約する旨を合意した際や，平成１７年３月に本件確認

書を作成した際には，原告が新たなテナントと賃貸借契約を締結すること

を認識していたものと推認し得る。

イ しかしながら，本件確認書は，原告は本件保証金を本件賃借人には返還

しない旨を定めるのみであり，本件利益の具体的な内訳や算出過程等を定

めた条項は本件確認書には存在しない。また，本件賃借人が，平成１６年

１２月２５日に本件契約を中途解約し，原告は本件保証金を返還する義務

を負わないことを原告と合意した際や，平成１７年３月に本件確認書を作

成した際に，原告と新賃借人との間の賃貸借契約の具体的な内容（賃料が

月額９５万円であること等）までを認識していたことをうかがわせる事情

は認められないから，本件賃借人が原告の主張するところの差額賃料を基

に本件利益の額を決定したものとは考え難いというべきである。そのほか，

原告と本件賃借人が，本件利益の具体的な内訳について合意した事実も認

めることができない（なお，本件解約契約の交渉の過程において，原告と

本件賃借人が本件利益の内訳について明確に話し合ったことはないことは，

原告も主張するところである 。。）
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加えて，原告は，本件利益のうち差額賃料分を超える部分（３０４５万

円）は対価性のない経済的利益の供与であると主張するが，本件賃借人が

原告に対し無償でこのような多額の利益供与をする理由を見いだすことは

できず，前記(3)のとおり，本件利益はその全額が本件解約契約によって

原告に生じる一切の経済的損失を補償したものと解するのが当事者の合理

的意思に沿うものというべきである。

以上のとおり，この点に関する原告の主張は採用することができない。

(5)ア 原告は，①本件解約契約の交渉の過程において，中途解約条項に基づ

く本件賃借人の本件残債務相当額の支払義務は免除されたのであり，本件

利益がその補償を含むとすれば当事者の合理的意思に反することとなる，

②本件残債務相当額の支払義務は賃料補償の一形態であり，本件利益が賃

料の補償に加えて本件残債務相当額も補償するものであるとすれば，賃料

が二重に補償されていることとなる旨主張する。

イ しかしながら，本件解約契約の結果，本件賃借人は本件残債務相当額の

支払義務を負わないこととされたものであるが，この点に関して原告に対

し何らの補償も要しないこととされたか否かは別途検討する必要があると

いうべきである。この点，中途解約条項は，本件賃借人の一方的事由によ

る中途解約の場合は，本件賃借人が本件残債務相当額を支払うものと定め

ていたものであるが，前記(3)のとおり，同契約は同条項を前提とした交

渉の結果締結されたものであり，原告は，同契約の結果，本件残債務を負

担することとなる一方で本件保証金の返還義務を免れたものであるから，

本件利益には原告が本件残債務を負担することとなったことに対する補償

が含まれるものと解したとしても，同契約を締結した当事者の合理的意思

に反するものとはいえないというべきである。

また，前記(3)のとおり，本件利益は，その全額が，同契約によって原

告に生じる一切の経済的損失を，原告に実際に生じる損失の多寡にかかわ



- 23 -

らず補償するものと解するのが相当であるから，本件利益が原告が失った

将来の賃料の補償に加えて本件残債務相当額も補償するものであるしても，

その全額が不動産所得に当たるということの妨げにはならないというべき

である。

以上のとおり，この点に関する原告の主張は採用することができない。

３ 争点(3)（法９０条５項所定のやむを得ない事情があるか）について

(1) 法９０条１項は，居住者のその年分の変動所得の金額及び臨時所得の金

額の合計額がその年分の総所得金額の１００分の２０以上である場合には，

平均課税の方法で課税総所得金額に係る所得税の額を計算することができる

と規定している（ただし，その年分の変動所得の金額が前年分及び前々年分

の変動所得の金額の合計額の２分の１に相当する金額以下である場合には，

その年分の臨時所得の金額のみが平均課税の対象とされる 。これは，変。）

動所得又は臨時所得はいずれも経常的に発生する所得ではないため，これを

毎年経常的に発生する所得と同様の方式で課税すると，超過累進税率による

課税を建前とする所得税においては経常的な所得に比べて過重な負担を強い

る結果となりかねなくなることから，居住者のその年分の所得のうちに変動

所得の金額及び臨時所得の金額がある場合には，一定の条件の下に平均課税

の方法（いわゆる５分５乗方式）により税額を計算し，超過累進税率を緩和

して税負担の軽減を図ることができることとしたものと解される。

ところで，上記の平均課税の適用を受けるためには，納税者が確定申告書

に同条１項の規定の適用を受ける旨及び同項各号に掲げる金額の合計額の計

算に関する明細を記載する必要があるところ（同条４項 ，前記第２の１の）

とおり，本件申告書にはこれらの事項は記載されていなかった。したがって，

本件利益は，平均課税の適用を受けるための要件を欠くことは明らかである。

(2) 原告は，更正請求をするように税務署職員から指導されたこと及び同職

員が臨時所得に該当しない旨回答したため，平均課税を適用して確定申告を
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した場合，過少申告加算税を課され得ることが予想されたことからすれば，

原告が本件申告書に法９０条４項所定の事項を記載することは現実的には不

可能であり，その記載がなかったことについて同条５項のやむを得ない事情

が認められると主張する。

(3) 平均課税に係る宥恕規定である法９０条５項は，確定申告の際には平均

課税を適用できる条件を満たさないと認識されていたものが，その後の調査

等により変動所得等の金額が変動し，平均課税の適用要件に合致するように

なったときなどの場合に，例外的に平均課税の適用を認める趣旨であるもの

と解される。このような趣旨からすれば，同項のやむを得ない事情とは，自

然災害等の天災その他本人の責めに帰すことのできない客観的な事情をいう

ものと解すべきであって，申告者の法の不知や事実誤認等の主観的事情はこ

れに当たらないというべきである。

(4) 本件では，原告は，本件申告時において，臨時所得に当たると考えてい

た本件利益の額が総所得金額の１００分の２０以上となることは認識してい

たのであって，本件申告後にそのことが判明したものではない。

前記１(4)のＰ５の陳述書（甲８）に基づく本件申告に係る経緯を前提に

しても（なお，原告は，Ｐ５が，平成１８年２月に千葉東税務署において照

会した際に本件予約契約書及び本件確認書を提出したと主張するが，Ｐ５の

陳述書にはそのような記載はなく，当該事実は認めることはできない ，。）

Ｐ６は，Ｐ５に対し，口頭で嘆願又は更正の請求の余地はあるのではないか

と回答しただけであって，更正の請求をするように指導したものではなく，

また，更正の請求どおりに更正がされるとも述べてはいない。にもかかわら

ず，Ｐ５は，上記のＰ６の回答から更正の請求の段階では本件利益が臨時所

得として扱われるものと考え，また，確定申告の申告期限が迫っており他の

方法を考える余裕がなかったために本件申告をしたというのであって，結局

のところ，原告は自らの判断に基づき法９０条４項所定の事項の記載をせず
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に本件申告をしたものというべきである。そして，Ｐ６が本件利益は臨時所

得に該当しないと回答したとしても，それは一税務署職員の口頭による見解

にすぎないのであるから，税務の専門家であるＰ５が当該見解を採用し，原

告もこれに従ったとの事情が，本人の責めに帰すことのできない客観的な事

情に該当するものとはいえない。

加えて，Ｐ５の陳述書を前提としても，Ｐ６が平均課税を適用した確定申

告書を提出した場合に過少申告加算税が課され得る旨を述べた事実は認めら

れない。また，本件利益が臨時所得に当たるとの見解に基づき原告が平均課

税を適用した確定申告書を提出することと，過少申告加算税が課されるか否

かとは前提を異にする問題というべきである。したがって，原告が本件申告

書に法９０条４項所定の事項を記載しなかった理由が，過少申告加算税を課

せられることを避けたかったというものであったとしても，それは原告の個

人的な事情というべきであって，やむを得ない事情には当たらない。

以上のとおり，原告が同項所定の事項を本件申告書に記載しなかったこと

について，やむを得ない事情があったとは認めることはできない。

４ 小括

本件利益は，不動産所得であって，一時所得に当たるものではなく，また，

本件申告書に法９０条４項所定の事項の記載をしなかったことについて同条５

項のやむを得ない事情があるとも認めることができないから，本件利益につい

て平均課税の適用を受けることはできない。そして，証拠（甲１）及び弁論の

全趣旨によれば，原告の平成１７年分の所得税の納付すべき税額は，別紙４の

被告の主張のとおり１４３０万８７００円となり，本件申告書に記載された納

付すべき税額と同額となることが認められる。

したがって，本件申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税

に関する法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったこと

により，本件申告書の提出により納付すべき税額が過大であるとき（国税通則
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法２３条１項）には当たらないから，本件更正請求に理由がないとした本件処

分は適法というべきである。

５ 本件義務付けの訴えの適法性について

本件義務付けの訴えは，国税通則法２３条１項，４項からすれば，行政事件

訴訟法３条６項２号のいわゆる申請型の義務付けの訴えに当たるものと解され

る。そして，同法３７条の３第１項２号は，申請型の義務付けの訴えについて，

当該法令に基づく申請を却下し又は棄却する旨の処分がされた場合において，

当該処分が取り消されるべきものであること等を訴訟要件としているものと解

される。そして，本件処分が取り消されるべきものではないことは前記４のと

おりであるから，本件義務付けの訴えは，同号の要件を欠き，不適法として却

下を免れない。

第４ 結論

以上によれば，本件義務付けの訴えはいずれも不適法であるから却下し，原告

のその余の請求はいずれも理由がないから棄却することとし，訴訟費用の負担に

ついて，行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条を適用して，主文のとおり判決

する。

東京地方裁判所民事第３部

裁判長裁判官 八 木 一 洋

裁判官 衣 斐 瑞 穂
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裁判官 吉 田 豊
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（別紙４）

本件処分の根拠及び適法性についての被告の主張の要旨

１ 本件処分の根拠について

被告が本訴において主張する原告の平成１７年分の所得税額等は，次のと

おりである。

(1) 総所得金額 ５２８３万９４９４円

上記金額は，次のアないしウの各金額の合計額である。

ア 不動産所得の金額 ５１３７万０８９４円

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を控除した後

の金額である。

(ア) 総収入金額 ６８１４万６６４４円

上記金額は，原告が本件確定申告書に添付した平成１７年分所得税

青色申告決算書（不動産所得用 （甲第１号証（５枚目ないし９枚）

目 ，以下「本件青色申告決算書」という ）に記載した収入金額の合） 。

計額（④欄の金額）と同額である。

なお，原告は本件賃借人から預託されていた本件保証金相当額５０

００万円を収入金額に含め，総収入金額を算出している。

(イ) 必要経費の合計額 １６１２万５７５０円

上記金額は，原告が本件青色申告決算書に記載した必要経費の合計

額（⑱欄の金額）と同額である。

(ウ) 青色申告特別控除額 ６５万００００円

上記金額は，租税特別措置法（平成１８年法律第１０号による改正

前のもの ）２５条の２第３項の規定による控除額であり，原告が本。

件青色申告決算書に記載した青色申告特別控除額（<22>欄の金額）と

同額である。



- 29 -

イ 給与所得の金額 １４６万３６００円

上記金額は，原告が本件確定申告書（甲第１号証（１枚目及び２枚

目 ）に記載した給与所得の金額（⑥欄の金額）と同額である。）

ウ 雑所得の金額 ５０００円

上記金額は，原告が本件確定申告書に記載した雑所得の金額（⑦欄の

金額）と同額である。

(2) 所得控除の額の合計額 １９８万２９４７円

上記金額は，原告が本件確定申告書に記載した医療費控除の額１２万４

１４７円，社会保険料控除の額５８万５８００円，小規模企業共済等掛金

控除の額８４万円，生命保険料控除の額５万円，損害保険料控除の額３０

００円及び基礎控除の額３８万円の合計額と同額である。

(3) 課税総所得金額 ５０８５万６０００円

上記金額は，前記(1)の総所得金額５２８３万９４９４円から前記(2)の

所得控除の額の合計額１９８万２９４７円を控除した後の金額（ただし，

国税通則法（以下「通則法」という ）１１８条１項の規定により１０００。

円未満の端数を切り捨てた後のもの ）である。。

(4) 納付すべき税額 １４３０万８７００円

上記金額は，次のアの金額からイないしエの各金額を差し引いた後の金

額（ただし，通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り

捨てた後のもの ）である。。

ア 課税総所得金額に対する税額 １６３２万６７２０円

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額５０８５万６０００円に所得税

法８９条１項の税率（経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得

税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号。た

だし，平成１７年法律第２１号による改正前のもの。以下「負担軽減措
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置法」という ）４条の特例を適用したもの ）を乗じて算出した金額で。 。

ある。

イ 定率減税額 ２５万００００円

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により計算した定率減税

額であり，原告が本件確定申告書に記載した金額と同額である。

ウ 源泉徴収税額 １０万７８００円

上記金額は，原告が本件確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額で

ある。

エ 予定納税額 １６６万０２００円

上記金額は，原告が本件確定申告書に記載した予定納税額（第１期及

び第２期の合計額）と同額である。

２ 本件通知処分の適法性について

被告が，本訴において主張する原告の平成１７年分の所得税の納付すべき

税額は，上記１(4)のとおり１４３０万８７００円であるところ，本件確定申

告書に記載された納付すべき税額と同額であり，当該納付すべき税額が過大

でないことは明らかであるから，本件更正の請求に理由がないとして行われ

た本件処分は適法である。


